[bookmark: _GoBack]４．財政健全化法に基づく健全化判断比率等の状況

· 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行に伴い、平成19年度決算から健全化判断比率等を算定。
· 一定の基準以上となった場合には、財政健全化計画の策定等が必要。
· 早期健全化基準：自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準
　→ 財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等
· 財政再生基準　：国の関与による確実な再生が必要な水準
　→ 財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等
· （公営企業に関して）経営健全化基準：自主的な改善努力による経営健全化が必要な水準
　→ 経営健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等
· 暫定値は、監査委員の審査に付した後、その意見を付して府議会9月定例会に報告するとともに、確定値として公表。
（数値等は監査委員の審査を経て、変動することがある。）
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①実質赤字比率		【趣旨】一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
【基準】早期健全化基準 　３．７５％　　　財政再生基準　５％
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②連結実質赤字比率	【趣旨】全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率
【基準】早期健全化基準　８．７５％　　　財政再生基準　１５％
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③実質公債費比率	【趣旨】一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率
【基準】早期健全化基準　２５％　　　財政再生基準　３５％
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④将来負担比率		【趣旨】一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率
【基準】早期健全化基準　４００％　　　財政再生基準　なし
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⑤資金不足比率		【趣旨】公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率
【基準】経営健全化基準　２０％　　　財政再生基準　なし
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（参考）比率の算定対象
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image3.emf
（注） 普通会計決算は、「地方財政状況調査」における統一ルールに基づき作成されているため、各会計を単純に合算したものとはならない。

（参考）　大阪府における早期健全化・財政再生基準の該当ライン　＜早期健全化＞　△589億円　　＜財政再生＞　△785億円　（平成30年度決算見込ベース）
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単位：億円

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府流域下水道事業会計

大阪府まちづくり促進事業会計

（注）　「法適用」とは、地方公営企業法を適用している公営企業会計である。

（参考）　大阪府における早期健全化・財政再生基準の該当ライン　

　　　　　＜早期健全化＞　△1,373億円　　＜財政再生＞　△2,354億円　（平成30年度決算見込ベース）　

　標準財政規模　（分母）

　（臨時財政対策債発行可能額含む）
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単位：億円

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府流域下水道事業会計

大阪府まちづくり促進事業会計

（注）　「法適用」とは、地方公営企業法を適用している公営企業会計である。

（参考）　大阪府における早期健全化・財政再生基準の該当ライン　

　　　　　＜早期健全化＞　△1,373億円　　＜財政再生＞　△2,354億円　（平成30年度決算見込ベース）　

　標準財政規模　（分母）

　（臨時財政対策債発行可能額含む）
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箕面北部丘陵整備事業特別会計
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単位：億円

平成28年度 平成29年度 平成30年度

2,620 2,626 2,040

2,442 2,404 2,444

424 534 312

2,052 2,106 2,156

2,587 2,390 2,016

16,420 15,558 15,695

14,368 13,452 13,539

18.0 17.7 14.8

項目

ア　地方債の元利償還金

イ　準元利償還金

ウ　特定財源

　　 （元利償還金・準元利償還金に充てられるもの）

エ　元利償還金・準元利償還金に係る

　　 基準財政需要額算入額

合　計（分子） 　（ア＋イ）－（ウ＋エ）

オ　標準財政規模

　　 （臨時財政対策債発行可能額含む）

合　計（分母）　オ－エ

　　実質公債費比率（％）

　　 （単年度）

実質公債費比率（％）

（３か年の平均）

16.8
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単位：億円

算定値

ア

58,229

イ

442

ウ

1,549

エ

0

オ

3,756

カ

263

キ

7,560

ク

3,862

ケ

29,281

23,536

コ

15,695

サ

2,156

13,539

173.8

合計（分子）　ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ－（キ＋ク＋ケ）

標準財政規模の額

 （臨時財政対策債発行可能額含む）

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

合計（分母）　コ－サ

将来負担比率（％）

組合等の地方債の元金償還に充てるための負担等見込額

退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額

設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額

地方債の償還等に充当可能な基金残高

地方債の償還等に充当可能な特定の収入

地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる額

項　　　目

一般会計等に係る地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

一般会計等以外の会計に係る地方債の元金償還に充てるための繰出見込額
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総収益

(歳入）

総費用

（歳出）

資金剰余額/不足額

（実質収支）

健全化法上の

資金剰余額

資金不足比率

（％）

企業債現在高

7 7 15 15 － 10

610 671 6 6 － 1,769

127 168 157 157 － 1,041

（歳入） （歳出） （実質収支）

119 101 17

（歳入） （歳出） （実質収支）

170 165 4

単位：億円



（参考）

会計名

法

適

用

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府流域下水道事業会計

大阪府まちづくり促進事業会計

法

非

適

用

港湾整備事業特別会計

0 －



231

箕面北部丘陵整備事業特別会計

0 －



121
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○一般会計

○特別会計：１３会計

　　日本万国博覧会記念公園事業特別会計

　　就農支援資金等特別会計

　　大阪府営住宅事業特別会計

　　関西国際空港関連事業特別会計

　　不動産調達特別会計

　　市町村施設整備資金特別会計

　　公債管理特別会計

　　地方消費税清算特別会計

　　証紙収入金整理特別会計

　　母子父子寡婦福祉資金特別会計

　　中小企業振興資金特別会計

　　沿岸漁業改善資金特別会計

　　林業改善資金特別会計

公営事業会計

○国民健康保険特別会計

○地方公営企業法適用：３会計

　　大阪府中央卸売市場事業会計

　　大阪府流域下水道事業会計

　　大阪府まちづくり促進事業会計

○地方公営企業法非適用：２会計

　　港湾整備事業特別会計

　　箕面北部丘陵整備事業特別会計

　公営企業ごとに算定

　

○関西広域連合

○地方三公社

　　大阪府土地開発公社

　　大阪府住宅供給公社

　　大阪府道路公社

○地方独立行政法人

　　公立大学法人大阪府立大学

　　大阪府立病院機構

　　大阪健康安全基盤研究所

　　大阪産業技術研究所

　　大阪府立環境農林水産総合研究所

○第３セクター等

　　(公財)大阪府育英会

　　(公財)大阪産業振興機構　　等

※名称は平成31年3月31日時点のもの
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% % % % % % % % % % % % % %

実質赤字比率 0.02 － 3.75 5

連結実質赤字比率 － － 8.75 15

実質公債費比率 16.6 16.6 17.2 17.6 18.4 18.1 19.0 19.0 19.4 18.4 17.9 16.8 25 35

将来負担比率 290.0 288.6 289.2 266.8 254.7 251.2 227.5 208.4 189.0 183.4 183.1 173.8 400

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府流域下水道事業会計

大阪府まちづくり促進事業会計

大阪府地域整備事業会計

大阪府水道事業会計

大阪府工業用水道事業会計

港湾整備事業特別会計

箕面北部丘陵整備事業特別会計

流域下水道事業特別会計

※大阪府流域下水道事業会計はH30から法適用。
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歳　入 歳　出 形式収支

翌年度に繰り

越すべき財源

実質収支

日本万国博覧会記念公園事業特別会計

40 40 0 0 0

就農支援資金等特別会計

1 0 0 0 0

大阪府営住宅事業特別会計

1,215 1,156 59 56 2

関西国際空港関連事業特別会計

172 172 0 0 0

不動産調達特別会計

59 59 1 0 1

市町村施設整備資金特別会計

120 120 0 0 0

公債管理特別会計

9,727 9,720 6 0 6

地方消費税清算特別会計

8,042 8,042 0 0 0

証紙収入金整理特別会計

53 53 0 0 0

母子父子寡婦福祉資金特別会計

16 6 10 10 0

中小企業振興資金特別会計

48 28 21 21 0

沿岸漁業改善資金特別会計

1 0 1 1 0

林業改善資金特別会計

1 0 1 1 0

（参考）

25,800 25,548 252 193 59

単位：億円
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　合　　計　（分子）

44,126 43,874 252 193

　普　通　会　計

59

　標準財政規模　

（分母）

15,695

　（臨時財政対策債発行可能額含む）

実 質 赤 字 比 率 （％） 該　当　な　し


